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平成２２年度 第１回 新上五島町行財政改革推進委員会 
日時 平成２２年９月２日（木） １３：３０～１６：３０ 
場所 新上五島町役場 ３階Ｆ会議室 
 
１． 出席者 
 新上五島町行財政改革推進委員 
 荒木委員、柴田委員、田村委員、出口委員、道津委員、原節子委員、原豊満委員、松村委員、

森下委員、山口委員、吉川委員、吉村委員、吉山委員 
 
２． 次第 
（１）委嘱 
（２）副町長挨拶 
（３）新上五島町行財政改革推進条例の説明 
（４）委員自己紹介 
（５）会長、会長代理の選出 
（６）諮問 
（７）議事 
（ア） 会議の公開について 
（イ） 委員会の進め方とスケジュールについて 
（ウ） 新上五島町行財政改革大綱及び実施計画について 
（エ） 新上五島町の財政の現状について 
（オ） 意見交換 
（カ） 次回の開催日について 

 
３． 主な内容 
【副町長挨拶】 
 改めましてこんにちは。副町長の江上でございます。先ほども申し上げましたように、井上

町長が長崎市に会議出席をいたしておりますので、悪しからずお許しをいただきますよう、お

願いを申し上げます。 
 本日は、お忙しいところ、こういった厳しい暑さが続いている中にも関わりませず、しかも

出口委員様には長崎からわざわざご出席をいただきまして誠にありがとうございました。 
 皆様方には、日頃から行政の各般にわたりまして、あたたかいご支援とご協力をいただいて

いる中で、今回はまた行財政改革推進委員会委員へのご就任のお願いを申し上げましたところ、

早速ご承諾を賜りまして重ねて厚く御礼を申し上げます。 
 ただいま、委嘱状を交付させていただきましたが、皆様方には、民間有識者の視点から、こ

れまでの本町の行財政改革への取り組みをご検証いただき、第２次行財政改革大綱策定のため、

ご意見を賜りますようにお願い申し上げます。 
 振り返りますと本町は、平成１６年８月の合併後、財政危機への対応を迫られ、新たな視点

に立った行財政運営を展開するべく行財政改革大綱を策定しまして、様々な改革に取り組んで
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まいりました。 
 その中には、行政経費の無駄を徹底的に省くことを基本に、町職員給与の１０％削減、業務

見直しに伴う支所職員の削減、あるいはその一方で、各種手当の見直しなど町民皆様方のご理

解とご負担がなければ実施できなかったものもございます。これらの取り組みにより財政危機

はひとまず避けられる見通しにありますが、本町の経済はまだまだ厳しく、また、国と地方を

取り巻く状況も、依然として不透明なままであることは皆様方もご承知の通りでございます。 
 今回ご就任をいただきました委員の皆様方の中には、前回の行財政改革推進委員会で行革大

綱の策定に向けてご尽力をいただきました方が５名いらっしゃいます。その大綱に基づく平成

１７年度から２１年度までの５年間の効果につきましては現在作成中であり、次回の会議に提

示をさせていただきますが相当額にのぼっております。そのご功績に対しましてこの機会をお

借りしまして、改めて厚く御礼を申し上げます。本当にありがとうございました。今後前回の

議論も踏まえたご意見をいただけるものと思いますので、何とぞよろしくお願い申し上げます。 
 また、初めて委員をお引き受けいただきました方々には、新たな視点でのご意見がいただけ

るものと確信し、期待しているところでございます。初めての参加ということで気を遣われる

ことも多々あろうかと思いますが、私共が見落としやすい要素、あるいは素朴な疑問というも

のが、実は根源的な問題につながっていることもままあると思います。どうぞ、ご遠慮なさら

ずに、率直なご意見をお聞かせいただきますように重ねてお願い申し上げます。 
 町職員にとって、厳しいご意見・ご叱責を賜るような場合もあるかもしれませんが、皆様方

と同じく、私共もふるさと新上五島町を元気にしたいという想いで業務にあたっております。

厳しいご意見も真摯に受け止め、今後につなげてまいりますので、どうぞよろしくお願い申し

上げます。 
 終わりに皆様方の益々のご健勝とご活躍を心から祈念を申し上げまして、甚だ簡単でござい

ますけれども開会のご挨拶にかえさせていただきます。どうぞよろしくお願いいたします。あ

りがとうございます。 
 
～会長選任～ 

（出口啓二郎氏を会長に選任） 
 
～副会長選任～ 
 （次回以降に選任することを決定） 
 
【議長（会長）挨拶】  
 ただいま会長に選任されました出口でございます。どうぞよろしくお願い申し上げます。 
 先ほども自己紹介で申し上げましたように、私は旧新魚目町の出身で上五島高等学校を昭和

３３年に卒業してから大阪の学校に行き、県庁に入りまして、平成１５年まで長崎県庁におり

ました。 
第１回の行財政改革推進委員会におきまして、少しはふるさとの役に立てというお話があり、

委員を務めさせていただきまして、答申したわけでございますけれども、その後の町の行政を

外から眺めておりまして、頑張っておるなぁという印象強く持っておりました。後ほど説明が
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あろうかと思いますけれども、当時委員会から答申した事項につきましても、真摯に対応して

いただいていると思います。 
しかしながらご案内のように、新上五島町も超高齢化社会を迎えております。さらになおい

っそうの行財政改革をやっていかなければ行政がうまくいかないのではないかという気がい

たしております。そういう意味におきまして、皆様の手元にお配りになったような諮問がなさ

れたものという風に解釈いたしております。どうか委員の皆様には上五島の元気を考えて、将

来、新上五島町に住んで良かったと、住みたいと思う町になるように真摯にご協議いただきま

して、いい答申が出来るように一つよろしくお願いいたしたいと思います。 
 何回も申し上げますけれども、一番町の実状を知っている人が、そこに住んでいる人が何と

か自分の町を頑張らんばいかんということが大切だと思いますので、どうかよろしくお願いし

たいと思います。 
 会議に際しましては遠慮せずに、思っていることをどんどん意見に出していただいて、その

中から良い答申になるようにということで進めてまいりたいと思っておりますので、どうかよ

ろしくお願い申し上げます。 
  
 それでは、議事に入ります。まず「会議の公開について」ですが、これは、新上五島町附属

機関等の設置及び運営に関する指針の第６において、「附属機関の会議は、運営の透明性及び

公正な町政運営に資するため、原則として公開するものとする。ただし、公開することにより

公正かつ円滑な審議運営に著しい支障が生じると認められる場合はこの限りではない」とあり、

「その公開又は非公開の決定は、附属機関の長がその会議に諮って行う」とありますので、皆

様にお諮りするものです。 
 特に非公開とすべき理由は認められませんので、公開としたいと思いますが、ご異議ござい

ませんでしょうか。 
～異議なしの声～ 

 それでは、会議を公開といたします。 
 次に「委員会の進め方とスケジュールについて」です。事務局案の説明をお願いします。 
 
【事務局】 
 資料３に基づきまして、ご説明させていただきます。 
 委員会の進め方とスケジュールについてということですが、上段は先ほどの諮問の事項を記

したものです。 
 具体的な進め方ですが、まず１つ目、これまでの検証と今後の方針等の検討、これを次回第

２回から第５回までに行いたいと思っております。具体的な方法としましては、まず事務局の

方でこれまでの取り組み状況についてご報告いたします。行財政改革大綱において７つの基本

方針を定めておりまして、各方針ごとに各取組項目というのがございますので、これらについ

ての実績報告となります。続きまして、その報告内容に関して皆様方からの質疑応答をいただ

き、３番目にその内容につきまして、今後の方針及びこれから取り組むべき項目について、意

見をお聞かせいただく、意見交換をさせていただくという風な進め方を第２回から第５回まで

は考えております。 



4 

 ２番の方ですが、答申書の検討ということでこれは第５回と第６回ですが、これにつきまし

ては皆様からご意見をいただいた内容を踏まえた上で事務局の方で叩き台を作らせていただ

こうと考えておりますので、これを基に委員会で検討と修正をお願いできればと考えています。 
具体的なスケジュールは裏をご覧ください。２２年の９月が第１回ということで出来ました

ら第２回を今月の下旬にもう一度お願いできればと考えているところです。１０月に第３回、

１１月に出来れば第４回と第５回ということで、１１月の第４回までで基本的に実績報告を終

わらせていただいて、第５回と１２月の第６回、ここで答申書の検討というスケジュールで今

考えています。この１２月の答申書を町長へいただいた後に、町の方で２３年の１月以降の備

考欄にありますけれども、行革大綱の素案を作ります。この素案についてパブリックコメント、

町内の皆様からのご意見を募集させていただき、かつ地域審議会でご説明・ご意見を伺う機会

を取らせていただきます。その後、それらの内容を踏まえた上で、修正したものについて２月

の町議会でご意見をいただき、それをもって３月に行革大綱を策定する、それからその大綱の

具体的な実施計画も同じく３月には策定をしたいと考えています。 
下の注ですが、今後原則として本庁の会議室において、１３：３０～１６：３０に開催でき

ればと考えております。それで２番ですが、今回はお送りしておりませんけれども、次回以降、

資料をできるだけ早目に皆様方にお送りして、もし宜しければ目を通しておいていただければ

議論の方がよりスムーズにいくかなと考えております。３番ですけれども、色々お仕事のご都

合などで参加できない場合は、事前にご意見等をお伺いして、ご報告するようなことも考えた

いと思っております。 
 
【議長】 
 内容について、ご意見等ございませんか。 
 
【議長】 
 これでいきますと、２２年度に大体作業が終わるわけですよね。委員の職は２４年度までと

ありますがそれはどのように考えておりますか。 
 
【事務局】 
 今のところ、委員会の１２月をもって基本的にはお集まりいただく機会はないと思っており

ます。ただ、来年度以降について、進捗状況をご報告するなりそのような機会をさせていただ

く際には、ご足労ですがお集まりいただいてご意見を伺うようなことも検討しております。 
 
【議長】 
 そうすると、議会に行革大綱を出して議会で修正等が出れば、また委員会を開くということ

も考えておられるのですか。 
 
【事務局】 
 内容にもよると思いますが、こちらの方からご説明させていただいて、ご了承していただく

とか、郵送でご意見をいただくとかそういったことも考えたいと思います。 
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【議長】 
 事務局案のとおり決定することに、ご異議ございませんでしょうか。 
 ～異議なしの声～ 
 それでは、今後このスケジュールに沿って、審議を進めてまいります。 
 次に「新上五島町行財政改革大綱及び実施計画について」を事務局から説明をお願いします。 
 
【事務局】 
 ～資料４、５、６、８の概要説明～ 
  （資料５によって、第２次行革大綱の「基本理念」と「基本方針」は、原則として現状と

同じとするが、「基本方針」のうち「財政の健全化」のみ「財政運営の適正化」へ変更

することを想定している旨説明。理由は、「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」

により新たに定義された「財政健全化計画」は、本町の財政状況からすると策定不要と

なるので誤解を避けるためであることを説明。） 
 
【議長】 
 個別具体的な取り組み状況の説明は今後ということですが、全体的な事柄について、何かご

質問はございませんか。 
 
【委員】 
 資料５の体系図について、先ほどの説明の中で、基本方針の財政の健全化を消して財政運営

の適正化となっておりますが、財政の健全化と財政運営とは少し違うのではないかと思います。

また、資料６の新上五島町行財政改革実施計画として基本方針１、財政の健全化は具体的にこ

ういう取り組みをしますとありますが、これはいいのでしょうか。 
 
【事務局】 
 資料６の方ですが、前回の大綱に沿って作っている計画です。前回の大綱というのは財政の

健全化という名称で進めておりましたので、この実施計画については、あくまでも財政の健全

化ということでこれまでも取り組んできております。ですので、先ほどご説明したのは、皆様

からのご意見を元にあらためて作る大綱、その部分からできれば「財政運営の適正化」という

表現にした方が誤解を招かないのかなと考えております。そのような表現でよければ、ご指摘

いただいた資料６の実施計画を今後も作る必要がありますので、このなかでは、「財政の健全

化」ではなく、「財政運営の適正化」という表現で記載させていただくことになると思います。 
 
【議長】 
 続きまして、「新上五島町の財政の現状について」を事務局から説明をお願いします。 
 
【事務局】 
 本町の財政の現状について、配布資料の資料７「新上五島町の財政の現状について」を用い
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て説明させていただきます。 
 まず、資料の構成について申し上げますと、１ページは「平成２１年度決算状況」でありま

すが、全体の決算規模や収支について記載しております。 
 次の２ページは「財政健全化計画と成果の概要」でありますが、平成１７年度から平成２１

年度までの５年間の計画と決算の比較を行っております。 
 ３ページは「直面する財政運営上の課題」でありまして、歳入歳出の両面から特記すべき事

項を記載しております。 
 次の４ページから１９ページまでは、「平成２１年度決算に基づく財政状況についての自己

診断表」となっておりますが、本町の財政力指数や経常収支比率を始めとして、主な財政指標

等について、類似団体の比較を行った分析や平成２０年度決算との比較などを行っております。 
 ２０ページはＡ３判の片袖折となっておりますが、財政健全化計画の中期財政収支の計画と

実績に係る総括表であります。２１ページと２２ページは、その歳入歳出の項目について、決

算額の主な内訳を記載したものであります。 
２３ページは中期財政収支計画による収支改善効果の実績額一覧でありますが、２４ページ

は、その効果実績額について内容を抽出したものを記載しております。 
２５ページと２６ページは、各種の財政指標や歳入歳出について、計画と実績をグラフで表

示したものであります。 
２７ページから３０ページにかけては、地方財政に係る主な用語の解説をつけさせていただ

いております。 
それでは、内容を説明させていただきます。 
１ページをご覧ください。平成２１年度の決算状況であります。ここに（ ）書きで暫定値

と未定稿とありますのは、全国の決算分析が確定していないこと及び議会への説明がまだ終わ

っていないことなどを考慮してのことでありますが、この数値が確定値になるものと思ってお

ります。 
また、耳慣れない財政用語が多数出てくると思いますが、概略についてお聞きいただいて、

専門的なことは資料の後ろに財政用語集をつけておりますので、後で確認していただくか、お

尋ねくださるようお願いいたします。 
上段の表の平成２１年度決算を見ていただきますと、歳入総額が１９９億９６００万円、歳

出総額が１９６億４９００万円で、歳入から歳出を単純に差し引いた形式収支は３億４７００

万円、この額から翌年度へ繰り越すべき財源を控除した実質収支は２億２４００万円となりま

す。また、平成２１年度末の町の貯金に相当する基金残高は３６億７９００万円、町の借金に

あたる地方債の現在高は３０６億９３００万円となっております。基金残高は平成２０年度と

比較しまして５億９０００万円増加し、地方債現在高は１４億２４００万円減少しております。 
１６ページの財政計画の概要をご覧ください。真中の方に太枠で囲んでいる「２１決算」と

いう欄がございます。この欄のうち、上から３段目の地方交付税は９７億２２００万円で、歳

入の約４９％を占めております。本町の財政がこの地方交付税に大きく依存していることが如

実に示されております。 
中ほどの歳出総額のうち、人件費の２１決算は３９億６４００万円、その２行下の公債費は

４０億４０００万円、その次の投資的経費は４０億５１００万円で、歳出総額に占める割合は
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それぞれ約２０％であります。この３つの項目で歳出の６０％以上を占めております。 
１ページにお戻りください。下段の財政指標の状況は、財政状況の健全性をみるものであり

ますが、実質赤字比率及び連結赤字比率は、黒字ですので赤字なしとなっております。また、

実質公債費比率が１６．１％、将来負担比率が１３１．３％となっております。 
２ページをご覧ください。財政健全化計画と成果の概要でありますが、平成１７年度に策定

した財政健全化計画と平成１９年度に計画の見直しを行った改訂版による取り組みの成果を

検証するために、各年度の実際の決算状況との比較を行いました。 
平成１８年度の計画と決算との比較のうち、基金残高の欄を見ていただきますと、計画額７

億５７００万円に対して、決算額１８億１１００万円で、１０億５４００万円の増となってお

りますが、これは、合併特例債のソフト分を活用しまして、１０億円の基金積立をしたことが

要因であります。その横の町債残高の欄を見ていただきますと、計画額３５４億７２００万円

に対して、決算額３５８億８９００万円で、４億１７００万円の増となっておりますが、この

主な要因は、町債の借り換えを行ったことによる補償金分が増加したことであります。 
このほか、費目ごとには特別な要因による変動はありますが、全体的にはほぼ計画どおりの

取り組みが行なわれました。 
資料の１３ページをお開きください。２番目の表の「積立基金残高」をご覧ください。左側

に財調と書いておりますが、財調とは財政調整基金の略で、一般的な行政経費に当てることの

できる基金です。その次の減債とは減債基金の略で、借り入れた地方債の債還のための基金で

あります。その次の特目とは特定目的基金の略で、名前のとおり特定の目的のために積み立て

られた基金の合計であります。 
平成２１年度末の基金残高３６億７８７７万３０００円のうち、財政調整基金は１６億５８

８１万円となっております。行革への取り組みを行った結果、一応の目安であります、標準財

政規模の１０％というところを上回るところまできております。 
１４ページをご覧ください。上の方の「将来にわたる財政負担と積立金」ですが、これは類

似団体の平均との比較でありますが、類似団体とは、全国の市町村を人口と産業構造（産業別

就業人口）を基に類型化したものであります。 
この表の財政調整基金と減債基金の現在高を人口一人あたりの額でみますと、新上五島町が

９万２２２６円、類似団体が４万３８４３円となっており、本町の基金現在高は、類似団体と

比較して４万８３８３円多くなっておりますので、まず良好な状況といえます。しかしながら、

上段の地方債現在高を人口一人あたり額でみますと、新上五島町が１３１万８９３４円、類似

団体が３１万７１６９円で、本町の借金は類似団体平均と比較して約４倍となっております。

一人あたりにして約１００万円も多く、将来への負担が大きいため、今後も行財政改革の推進

に努め、健全な財政運営を図らなければならないことが分かります。 
３ページにお戻りください。このような状況の中で「直面する財政運営上の課題」は、歳入

の面からは「普通交付税の合併算定替」、歳出の面からは「公債費の抑制」があげられます。 
まず、地方交付税について簡単に説明いたしますと、所得税、酒税、法人税、消費税、たば

こ税の国税の一定割合を割いて、一般財源が不足する地方自治体に配分されるものでありまし

て、その９４％が普通交付税で残りの６％が特別交付税となります。また、最近ではこれらの

税収が減少しているため、地方が必要とする総額を確保できなくなっており、これを埋めるた
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めに臨時財政対策債という地方債を各自治体が発行して、その償還額については、後年度に普

通交付税で算入するという手法がとられております。 
ここで、「普通交付税の合併算定替」について説明させていただきます。本来、普通交付税

は一つの自治体ごとに算定されますが、当時の合併特例法によりまして、合併してからの１０

年間は合併がなかったものと仮定して、合併前の自治体ごとに算定し、それらが合計されます。

そしてこの算定された普通交付税が保障されます。その後、５年間でこの保障額は、１割、３

割、５割、７割、９割と削減され、合併後１６年目からは本来の算定額となります。この普通

交付税算定の特例措置のことを「合併算定替」と申しまして、本来の一自治体としての算定法

を「一本算定」と申します。 
これを本町に当てはめますと、平成２６年度までは旧５町ごとに算定された普通交付税の合

計額が全額保障されますが、平成２７年度からは合併算定替による保障額が減少（１割、３割、

５割、７割、９割）していきます。そして、平成３２年度からは新上五島町一町として算定さ

れた普通交付税となります。これが一本算定となります。本町の主となる歳入は、平成２１年

度決算の交付税が４９％でございました。そのようなことを考慮すれば、その影響がいかに大

きいかは推察いただけることと思います。 
中段の表の右端をご覧ください。平成２２年度の臨時財政対策債を含む普通交付税の合併算

定替の数値は９４億２４００万円、一本算定の数値は６９億１００万円で、合併算定替による

増加額（合併補障額）は２５億２３００万円となります。これは、合併特例法による措置がな

いと仮定すれば、本町の今年の歳入予算から２５億２３００万円減少するということでありま

す。ですので、合併の特例がなければ、今年度の予算からは２５億２３００万円減らした予算

で歳入を計上しなければならないということになります。 
このようなことから、合併算定替による増加額が減少し始める平成２７年度からと、一本算

定となる平成３２年度以降を見据えた財政運営が必要になります。 
次に、公債費の抑制について説明させていただきます。先ほど、一人あたりの額について類

似団体との比較でも申し上げましたが、地方債の残高が依然高い状態にあることから、町の借

金返済にあたる公債費は高水準にありまして、歳出予算に占める割合も高く、行政経費を圧迫

しております。 
下段の表にありますとおり、平成１６年度の合併時点で４００億を超えていた地方債残高は、

発行額の抑制及び繰上償還の実施などにより、平成２１年度末において３０６億９３００万円

まで減少しております。なお、平成２２年度については見込の数値であります。 
現在の厳しい経済状況や雇用状況への対応、及び生活環境整備などのために必要な事業を行

う上で、自主財源である税収が少ない本町にとっては、財政運営上、地方債の借入れはどうし

ても避けてとおることができません。しかしながら、本町の財政を健全なものとするためには、

現在の島内経済状況等に配慮しつつも、長期的な視点からの財政運営が求められています。 
これまでの、第一期の平成２１年度を期限とした健全化計画は、合併直後の危機的な財政状

況を打開するために、緊急避難的な措置を中心として構成されたものでありますが、今後は、

これまで進めてきた財政再建に重きをおいた取り組みの成果を踏まえつつ、健全な財政とする

ため、財政運営の適正化の取り組みへの軸足を移していくことが求められていると思っており

ます。 
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専門用語が多く、長くなりましたが、以上で本町の財政の現状についての説明を終わらせて

いただきます。 
 
【議長】 
 本日は時間の都合上、「財政の現状について」の概要説明にとどめますが、次回の委員会に

おいては、前回行革大綱で定めた「財政健全化」のための具体的な実施状況について検証し、

委員会として意見をまとめたいと思います。 
 これまでのところで、何かご意見・ご質問ございませんか。あるいは、次回このような資料

を提供して欲しい等のご意見があればお願いします。 
 
【委員】 
 平成２１年度の計画と実績が大分違っているのはなぜでしょうか。 
 
【事務局】 
 平成２１年度の計画と決算に乖離がみられますが、これは国の経済対策の関係で地域活性化

生活対策臨時交付金や経済危機対策交付金、そういった交付金が多数交付されました。それに

ともない予算規模が増えたということであります。 
 
【委員】 
 積立基金残高の特目にはどんなものが何種類あるのですか。この明細は公表できるのでしょ

うか。 
 
【議長】 
 今の質問はどういったことだったのでしょうか。 
 
【委員】 
 資料１３ページ、積立基金残高の特目の内訳についてお聞きしたいのですが。 
 
【事務局】 
 明細の公表はできます。 
 特目とは特定目的基金ですが、地域づくり基金や文教施設、水産業など色々な目的ごとにあ

ります。１００万単位の基金から億単位の基金まであります。 
今、お手元に資料をお配りいたしました。左側に財政調整基金、減債基金、まちづくり基金

とありますが、まちづくり基金からふるさと応援基金までを特定目的基金と申します。まちづ

くり基金と地域づくり基金は名称が似ている関係でどう違うのかと思われるかもしれません。

過去に交付税で算入された時に作った地域づくり基金という名前の基金があるのですが、これ

は今、地域のソフト事業としては、花づくりや公民館の改修等の補助金に使わせてもらってお

ります。まちづくり基金というのは、町のこれからの計画の中で使っていく基金であります。 
一番端の右側から２番目に１２億６２８８万８５００円となっておりますが、この中の１０
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億は合併特例債を用いて積んだ分であります。旧合併特例法で合併した自治体には合併特例債

の発行が認められておりまして、一般的な公共事業にあてるものと基金を積み立てて原資とし

て果実を使ったり、償還が終わってしまったら取り崩して使えるというものがございます。そ

れを一部活用して１０億円を今積んでいるということであります。 
そして下のほうにオータムジャンボ分配金というものがありますが、その上に文教施設整備

基金というのがございます。この中にもオータムジャンボの資金が少し含まれております。 
長寿社会福祉基金や国民宿舎整備にかかる実施設計の基金等ありますが、国民宿舎整備にか

かる実施設計基金は、今回温泉荘の方に着手することによって、２２年度末でなくなるという

ことになります。 
また、一番下の方に中小企業振興貸付や特定団体特別融資資金がございますが、これは定額

運用基金と申しまして、これは取り崩すことなく運転資金として使うものであります。なので、

奨学資金であればこれを原資に貸し付けて、また返済があったものはその基金に戻し、次の方

にまた貸し付けるという目的で使う基金でございます。ですのでこれを崩してどうこうという

ものではございません。 
【事務局より資料７の補足】 
 資料６ページのレーダーチャートをご覧ください。真中に太線で六角形がありますが、これ

は類似団体の標準的なもので、この太線の中にきちんと収まってしまえば標準的な団体という

ことになります。太線から大きくはみ出した線がありますが、これが新上五島町の全体であり

ます。 
 一番上の方は、人口一人あたりの地方債現在高ですが大きく突出しております。４１５．８％

多いということになっております。財政力指数は、逆に類似団体の３８．９％にしかならない

ということになります。唯一良いのは、人口一人あたりの基金現在高が類似団体よりも外側に

グラフが出ているということであります。 
 歳入（人口一人あたりの額）ですが、やはり地方税が太線よりも内側に入り込んでしまって、

交付税は大きく外側にはみ出してしまっているということで、交付税に頼っている財政運営と

いうことがお分かりいただけると思います。そして、国庫支出金と地方債も大きく外にはみ出

しております。借金と国からの補助金と交付税でまかなわれているということが表れておりま

す。 
 歳出（人口一人あたりの額）ですが、これは全ての経費が類似団体よりも外にはみ出してお

ります。積立金がはみだすのは貯金が増えていくことですので良いことなのですが、その他の

経費は他の経費を圧迫する、将来的にも厳しくなるということを表しております。 
 この具体的な数値が５ページのレーダーチャート基礎数値という表でございます。経常収支

比率、起債制限比率等ありますが、右側の比率が類似団体に比べてどうなのかということです。

比率が１００になれば類似団体の平均と同じだということになりますが、１００を超えて数値

が大きくなると、先ほどのグラフのように大きくはみ出すという形になります。 
 
【議長】 
 意外に思ったのですが、類似団体と比べて新上五島町は建設補助が５倍ほど多いのはなぜな

のでしょうか。 
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【事務局】 
 類似団体の数値ですが、基本的に決算が確定して翌々年にしかこちらの方にデータが届きま

せんので２年間のずれが発生します。平成２１年度は国の経済対策の関係でかなり交付金がつ

きましたので、普通建設事業の補助が増えたということでございます。第一期の行財政改革の

計画を作ったときは、公共事業を大きく落しまして、１７、１８の普通建設事業は落しており

ます。その経済対策の関係で、膨れ上がったということでございます。 
 
 
【委員】 
 ２週間ほど前の長崎新聞に交付税関係の記事が掲載されていましたが、県内の団体の状況が

とてもわかりやすく載っていましたよね。 
 
【事務局】 
 ８月２２日の長崎新聞ですね。検証市町村合併ということで記事が載っておりました。今度

は９月２６日に行政サービス編が出ることになっております。 
 類似団体という漠然としたものよりも、隣町の状況を比べた方が分かりやすいということも

ございますので、次回はその資料もつけさせていただきます。 
 
【委員】 
 財政改革大綱の中で、財政の健全化が財政運営の適正化に変更になりますが、基本的な考え

方は変わっていないということでしょうか。 
 
【事務局】 
 財政健全化という言葉を使うと財政健全化団体と誤解されることがあります。中身としては

変わらずに色々な取り組みをしていかなければいけないと思っております。 
 
【事務局】 

当町では定員適正化計画を作っておりまして、平成２８年度までに職員を４００名体制にす

る形で計画を進めております。今のところ定年で退職される方と定年前の早期退職者がおられ

まして、毎年度予想外の早期退職者がおられます。今の状況では１年早い段階で４００名体制

をクリアする形になっております。 
 
【事務局】 
 ちなみに、資料４行革大綱の１５ページをご覧ください。下の方に「定員管理と給与の適正

化等」とあります。主な取り組みの中に、定員の適正化を推進し計画期間中に６４人削減する

ということで、平成１７年４月時に職員数５９１名だったのを、平成２２年４月で５２７名に

しようという計画だったのですけれども、実績としては平成２２年４月で４９３名になってお

ります。計画よりも削減のペースは早くなっていると言えると思います。 
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【委員】 
 新聞には職員数４３９名と載っていましたが。 
 
【事務局】 
 通常、予算には一般会計と特別会計があります。財政を分析する時はいろいろなやりとりを

して普通会計というふうに丸めます。普通会計の数値で財政の状況は見ます。 
 新聞に載っているのは普通会計の中の職員数で、４９３名というのは町全体の特別会計も含

む職員数ということです。 
 数字が分かりづらいと思いますが、財政を分析するとなると、他の比較をする上では普通会

計という手法を取らざるを得ないということになります。 
 
【委員】 
 普通会計に入らない職員というのはどのような職種なのですか。 
 
 
【事務局】 
 簡易水道、病院、診療所等そういった関係が入りません。 
 
【事務局】 
 普通会計の類似団体との比較で、新聞では４３９名になっていると思います。実際は４９３

名なのですけれども、消防職員の捉え方がこの中に入っていません。そのような関係で５４名

の差が出てきております。職員の給与実態調査等で４９３名となっております。 
 
【委員】 
 長崎や佐世保も消防職員は入っていないのですか。 
 
【事務局】 
 先ほど申し上げました普通会計と一般会計の職員数の関係と、４３９名と４９３名の差は新

聞の計算の仕方の関係で、この場合は消防職員の数となります。 
 合併する前は、広域圏という消防署になっていたのですが、今は合併して一つの町が消防職

員を抱えているということです。他はまだ広域圏のような消防職員の持ち方がありますので、

その捉えた方が違ってくるのでここは消防職員を抜いて比較しているようです。 
 
【委員】 
 人件費の件で質問なのですが、例えば前回県庁でかなりの残業が問題になりましたが、新上

五島町でも残業に対する取り組みはやっておられますか。 
 
【事務局】 



13 

 本町では、毎週水曜日をノー残業ディという指定をしております。第１水曜日と第３水曜日

には家庭サービスをするために、退庁の呼びかけも水曜日の朝に放送を定期的に行っておりま

す。実際は、残業をなるべくやらないような形で各々の課にも注意をしておりまして、必要が

ない場合には退庁という形を取っております。ほとんどの場合、職員は６時までに退庁してお

ります。 
 基本的には、残業は出来るだけしないということで、予算は本俸の２％に規制しております。

災害など、特殊事情があった場合には特別に予算措置をする場合もあります。 
 
【議長】 
 ご意見・質疑事項なども出尽くしたようでございます。 
 今回いただいたご意見について、答申の中で反映できるものにつきましては反映いたします。 
 
～次回日程協議～ 
  （９／２８を案として再度連絡する） 
 
～閉会～ 


